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南国市水道事業経営戦略 
団 体 名 ︓ 南国市 
事 業 名 ︓ 水道事業 
策 定 日 ︓ 令和 6 年３月 
計 画 期 間 ︓ 令和 6 年度〜令和 15 年度 

 
１．事業概要 
（１）事業の現況 

① 給水 
供 用 開 始 年 月 日 昭和 25 年 7 月 1 日 計 画 給 水 人 口 45,296 人 
法適(全部・財務)・
非適の区分 

法適用（全部） 
現 在 給 水 人 口 40,156 人 
有 収 水 量 密 度 1.472 千㎥／ha 

 
② 施設 
水 源 □表流水，□ダム，□伏流水，■地下水，□受水，□その他 

施 設 数 
浄水場設置数 0 

管 路 延 長 369.17 千ｍ 
配水池設置数 9 

施 設 能 力 25,925 ㎥／日 施設利用率※ 73.1 ％ 
※施設利用率︓（年間総配水量÷365 日）÷施設能力×100 で算定 

 
③ 料金 

料 金 体 系 の 
概 要 ・ 考 え 方 

現行の水道料金は、下記料金表のとおり、平成 25 年 10 月に改定した
もので、口径別の基本料金と従量料金（超過料金）を設定しています。 

なお、人口減少下の状況において水道事業の安定経営を図るため、収支
バランス等も慎重に見据え、令和 7 年 4月に向けて料金体系改定の検討を
行いました。 
＜現行料金表 月額＞（税抜き） 

区分 
基本料金 
(口径別) 

従量料金(1 ㎥につき) 
1〜10

㎥ 
11〜30

㎥ 
31〜60

㎥ 
61〜

100 ㎥ 
101 ㎥

〜 
一般用 13 ミリ 410 円 

40 円 70 円 105 円 130 円 155 円 

 20 ミリ 1,020 円 
 25 ミリ 1,460 円 
 30 ミリ 2,200 円 
 40 ミリ 4,120 円 
 50 ミリ 6,950 円 
 75 ミリ 14,600 円 
 100 ミリ 23,300 円 
 150 ミリ 47,100 円 

特別用 一般用に同じ 1 ㎥につき 250 円 
※料金は、基本料金と超過料金の合計額に消費税の税率を乗じて得た額とする。た

だし、1 円の位については，二捨三入する。 
料 金 改 定 年 月 日 
(消費税 のみの改定 は含まない) 

平成 25 年 10 月 1 日    
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局長

営業係長

（事務）1名
事務職員2名

給水係長

（事務）1名

事務職員1名

技能職員1名

上水道施設係長

（技術）１名
技術職員3名

会計年度

任用職員8名

職種 職員数 年齢構成 職員数
事務職員 6名 20〜29歳 1名
技術職員 4名 30〜39歳 4名
技能職員 1名 40〜49歳 4名
会計年度任用職員 8名 50〜59歳 7名

60歳〜 3名
計 19名 計 19名

平均年齢 48.8歳

④ 組織 
本市の水道組織は次のとおりです。 
局長以下、事務職員 5 名、技術職員 4 名、技能職員 1 名、会計年度任用職員 8 名の計 19

名で運営しており、平均年齢は 48 才 10 ヶ月です（令和 5 年 4 月 1 日現在）。 
■組織図（上下水道局 水道事業運営組織） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■職員数及び年齢構成 
 
 
 
 
 
 
 

 
（２）これまでの主な経営健全化の取組 

①業務委託等の活用 
・検針業務や窓口業務、収納業務等について、業務委託や会計年度任用職員による対応を行ってお
り、人件費等の事務経費の軽減を図っています。 

②料金収納率の向上 
・水道料金の滞納者に対して積極的に未収金を回収しています。これにより、収納率は 99.9％以上を
達成しています。 

 
（３）経営比較分析表等を活用した現状分析 

・直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公
営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）は次のとおりです。  
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２．将来の事業環境 
（１）給水人口の予測 

本市の行政区域内人口と給水人口は、令和４年度までは実績値、令和５年度以降については次
の方法により算定しています。 

・行政区域内人口（推計値）×普及率（R４年度実績値） 
※行政区域内人口の推計は、「国立社会保障・人口問題研究所」による将来推計人口（平成 30

年 3 月公表）と令和２年国勢調査結果及び行政区域内人口実績値を用いて推計しました。 
10 年後に当たる令和 15 年度には、少子高齢化等の影響により、令和 4 年度給水人口の 88％

程度に減少する予測となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）水需要の予測 
本市の水需要（有収水量）は、令和 4 年度までは実績値、令和 5 年度以降については次の方

法により算定しています。 
・有収水量(水道料金徴収の対象となった水量) 
       ＝給水人口（推計値）×直近の 1 人当たりの有収水量（R4 年度実績） 
少子高齢化等の影響による給水人口の減少を受け、10 年後に当たる令和 15 年度には、給水人

口と同様に減少し、令和 4 年度の 88％程度に減少する予測となっています。 
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（３）料金収入の見通し 
本市の料金収入(税抜)は、令和 4 年度までは実績値、令和 5 年度以降については次の方法によ

り算定しています。なお、本市では、令和 7 年 4月に料金改定を計画しています。 
・料金収入＝有収水量(推計値)×供給単価(有収水量 1 ㎥当たりの料金収入)×(1+改定率) 
有収水量の減少を受け、このまま現行の水道料金を維持した場合、10 年後に当たる令和 15 年度

には、令和 4 年度の 88％程度に減少する予測となります。 
令和 7 年度の料金改定(20％程度)を加味した場合、令和 15 年度には、有収水量の減少はある

ものの、令和 4 年度(574 百万円)から 6％程度増加し、609 百万円になる見込みです 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）施設の見通し 
有形固定資産減価償却率と管路更新率の指標より、施設の更新の遅れから経年化が進行してお

り、そのことが低い有収率の要因となっていると考えられます。今後、本格的な施設の更新時期を迎える
までに、基幹管路等の耐震化による経年化施設の更新を優先的に進めるとともに、アセットマネジメント
（資産管理）実施計画を策定し、計画的に施設の更新を進めていくことにしています。 
 

（５）組織の見通し 
令和 5 年度時点において、水道事業の運営にあたる職員数は 19 名です。今後における職員数の

見通しについては、現在の体制で事業運営にあたります。 
 

３．経営の基本方針 
「水道」は、快適で衛生的な生活を営むうえで必要不可欠な施設であり、市民に豊かで清浄な水を

安全・安定して供給する使命があります。このことを踏まえ、住民生活に不可欠で重要なライフラインとし
て適切な施設更新事業を実施していくことが必須であり、今後、アセットマネジメント（資産管理）実
施計画を策定し、適切な維持管理による長寿命化や投資の平準化の検討を行い、持続的かつ健全
な事業運営を維持していくこととします。 
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４．投資・財政計画（収支計画） 
（１）投資・財政計画（収支計画）︓10〜11 ページのとおり 
（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

① 収支計画のうち投資についての説明 

目標 

①水道施設の耐震化の推進 
・次の南海トラフ地震が 30 年以内に発生する確率が 70〜80％と予測されてお
り、水道施設の耐震化が急務となっています。震災による断水被害を低減し、迅
速な応急給水活動が可能となるよう水源地や配水池、基幹管路の耐震化や配
水池への緊急遮断弁の設置、応急給水拠点の整備などを重点的に進めます。 

②施設の計画的更新 
・水源地や配水池などの多くは昭和 40 年代以降に整備されており、経年化が進
行しています。今後、更新時期を迎える施設、管路が多くありますので、早急にア
セットマネジメント（資産管理）実施計画を策定し、適切な維持管理による長寿
命化や更新投資の平準化の検討を行います。 

＜目標＞計画期間 R15 年度末における目標 
・耐震適合率︓R15 年度 32.0％以上（R4 年度 28.8％) 

＜考え方＞ 
・施設の耐震化と管路の経年劣化に対応するためには、適切なペースで施設更新
することが重要であるため目標として設定しました。 

 
上記目標の達成及び老朽化施設の更新に対応するため、次のとおり事業計画（R6〜15 年度）

を策定しています。 
・南海地震対策（主要施設の耐震化等） 1,850 百万円 
・未普及地域の解消    359 百万円 
・管路新設等      30 百万円 
・老朽施設の更新等    972 百万円 
・他事業関連     300 百万円 
・計     3,511 百万円 
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② 収支計画のうち財源についての説明 

目標 

料金収入が減少していくなかで、起債の活用や経費の削減、施設の運用の効
率化を進め、健全的な経営に努めます。 
＜目標＞ 計画期間 R15 年度末における目標 

・経常収支比率︓100％以上を維持（R4 年度︓114.9％） 
＜財源の考え方＞ 

財源（国庫補助金、繰入金、企業債）の積算の考え方は次のとおりです。 
＜国庫補助金＞ 
・国庫補助対象事業の交付条件から算定。 
＜繰入金︓他会計補助金、他会計出資金＞ 
・国が示す繰出基準に基づき算定し、財政部局と協議の上、一般会計から繰
入する試算としています。 

＜企業債＞ 
・建設改良費から国庫補助金を減じた残りを起債（水道事業債）で充てる
予定としています。 

・新発債の発行条件は、償還期間 40 年、うち据置 5 年、元金均等方式、利
率は 3.0％以内で設定しています。 

 
 
③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 
【投資以外の経費(委託料、修繕費、動力費、人件費など)の積算の考え方】 
＜委託料に関する事項＞ 

・現行の委託業務形態を継続することを前提に、令和 6 年度予算案を元にして物価上昇率を
加味して試算しています。 

＜修繕費に関する事項＞ 
・令和 6 年度予算案を元にして、物価上昇率を加味して試算しています。 

＜動力費に関する事項＞ 
・令和 6 年度予算案を元にして、物価上昇率を加味して試算しています。 

＜人件費に関する事項＞ 
・令和 6 年度予算案を元にして、１人当たり平均年間給与費×職員数により試算しています。 

＜その他＞ 
・令和 6 年度予算案を元にして、物価上昇率を加味して試算しています。 
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 
① 投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等 

広 域 化 
水道事業の広域連携等について、「高知県水道広域化推進プ

ラン検討委員会」において検討していきます。 

民間の資金・ノウハウ等の活用 
（PPP/PFI 等の導入等） 

全国の先進的取組事例や県下における動向や具体的な事例
を把握し、個別業務のアウトソーシングから包括的民間委託の導
入など段階的な実施検討を行っていきます。 

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 取 組 
（施設・設備の長寿命化等 
に よ る 投 資 の 平 準 化 ） 

水道施設の更新計画について、南海トラフ地震に備えての施
設・設備の耐震化、長寿命化等の観点から見直し、投資の平準
化を進めていきます。 

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合 
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ） 

人口動向及びそれに伴う水需要を勘案し、老朽化に伴う施設
の更新の機会を活用したダウンサイジングを検討します。 

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化 
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ） 

上記ダウンサイジングと同様です。 

そ の 他 の 取 組 
実施可能な改善テーマを抽出し、費用対効果を勘案して有効

なものには積極的に取り組むこととします。 
 
② 財源についての検討状況等 

料 金 
原則として、料金収入による運営体制が構築できるよう、適正か

つ公平な負担となる料金体系を検討します。 

企 業 債 
世代間負担の公平性を確保し、企業債の償還により経営が圧

迫することのないよう、計画的な起債を実施していきます。 

そ の 他 の 取 組 特記事項なし。 

 
 

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 
 

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、 
改 定 等 に 関 す る 事 項 

将来にわたって安定的に事業を継続していくため、PDCA（計
画・実施・検証・見直し）サイクルの考えに基づき、投資・財政
計画の達成状況について毎年度進捗管理を実施し、計画と実
績の乖離を検証するとともに必要な対策を講じます。 

また、料金体系の変更や民間活力の活用等により収支計画
に大きな修正が必要となる場合においては、見直しを実施するほ
か、概ね５年ごとに総合的な検証を行い、さらなる現状分析や
社会状況の変化などを考慮し、本戦略の更新を行います。 
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定期的な料金体系の見直しを図り、料金回収率 100%を維持する。 

６．その他 
① 料金回収率向上に向けたロードマップ 

料金回収率は、給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表した指標であり、料金回
収率が 100％を下回っている場合、給水に係る費用が給水収益以外の収入で賄われていることを意
味します。 

本市の水道事業における料金回収率は、経営比較分析表に示したとおり、令和 4 年度時点におい
て 100％を上回っており、今後とも料金回収率については 100％以上を目指しています。 

一方、本市の水需要（有収水量）は、少子高齢化等の影響による給水人口の減少を受け、10
年後に当たる令和 15 年度には、令和 4 年度の 88％程度に減少する予測となっており、給水収益も
同様に減少する見込みとなっています。 

現時点において、令和 7 年 4月に料金改定を計画しており、20％増額した場合、令和 12 年度ま
で 100%以上を維持できる見通しとなります。 

今後とも、料金回収率のモニタリングを通じて、定期的な料金体系の見直しを図り、料金回収率の
向上につなげます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７．経営戦略ひな形様式（別紙） 
「経営戦略策定・改定マニュアル(令和４年１月改定 総務省)」に示された「経営戦略ひな形様式(別紙)」
を次のとおり添付します。 
 
別紙 様式第 2 号（法適用企業・収益的収支）投資・財政計画（収支計画） 
別紙 様式第 2 号（法適用企業・資本的収支）投資・財政計画（収支計画） 
別紙 原価計算表 
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10
0,

68
0

10
1,

24
8

10
1,

81
8

10
2,

39
2

10
2,

97
0

10
3,

54
9

10
4,

13
2

10
4,

71
8

(3
)

減
価

償
却

費
28

3,
41

0
27

8,
43

3
26

6,
34

5
26

4,
97

1
26

0,
05

4
25

0,
30

1
25

2,
79

5
24

5,
07

8
24

5,
80

3
24

8,
50

9
24

4,
06

1
24

0,
15

6
(4

)
資

産
減

耗
費

5,
03

6
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

出
2.

営
業

外
費

用
52

,1
19

55
,0

69
51

,8
78

64
,0

54
71

,5
54

79
,5

40
87

,3
18

98
,9

30
11

0,
96

9
11

7,
35

4
12

3,
46

0
12

6,
52

6
(1

)
支

払
利

息
51

,7
67

50
,0

63
46

,5
86

58
,7

64
66

,2
64

74
,2

50
82

,0
28

93
,6

40
10

5,
67

9
11

2,
06

4
11

8,
17

0
12

1,
23

6
(2

)
そ

の
他

35
2

5,
00

6
5,

29
2

5,
29

0
5,

29
0

5,
29

0
5,

29
0

5,
29

0
5,

29
0

5,
29

0
5,

29
0

5,
29

0
支

　出
　計

(D
)

59
2,

24
1

61
3,

41
9

62
9,

65
8

61
7,

12
0

62
1,

39
6

62
1,

33
2

63
3,

31
6

63
8,

93
3

65
3,

43
0

66
4,

26
1

66
7,

67
3

66
8,

59
3

(E
)

88
,1

42
54

,6
17

28
,5

38
13

4,
03

4
11

9,
81

3
11

0,
14

2
89

,9
15

65
,9

34
44

,1
08

25
,8

59
13

,7
49

4,
28

2
(F

)
31

3
0

9
10

10
10

10
10

10
10

10
10

(G
)

50
1

45
4

1,
36

4
1,

36
0

1,
36

0
1,

36
0

1,
36

0
1,

36
0

1,
36

0
1,

36
0

1,
36

0
1,

36
0

(H
)

△
 1

88
△

 4
54

△
 1

,3
55

△
 1

,3
50

△
 1

,3
50

△
 1

,3
50

△
 1

,3
50

△
 1

,3
50

△
 1

,3
50

△
 1

,3
50

△
 1

,3
50

△
 1

,3
50

当
年

度
純

利
益

（
又

は
純

損
失

）
　(

E)
+

(H
) 

87
,9

54
54

,1
63

27
,1

83
13

2,
68

4
11

8,
46

3
10

8,
79

2
88

,5
65

64
,5

84
42

,7
58

24
,5

09
12

,3
99

2,
93

2
(I

)
24

6,
59

6
21

0,
58

0
27

1,
40

6
33

2,
23

2
42

4,
60

9
54

3,
07

1
65

1,
86

2
74

0,
42

6
80

5,
00

9
84

7,
76

6
87

2,
27

4
88

4,
67

2
(J

)
59

2,
12

4
61

1,
32

5
60

4,
77

6
79

3,
22

3
96

6,
37

9
1,

12
5,

55
2

1,
28

4,
96

3
1,

42
5,

87
7

1,
52

9,
64

9
1,

61
4,

07
4

1,
67

5,
84

0
1,

72
4,

22
9

う
ち

未
収

金
10

,2
62

18
,3

65
16

,9
30

19
,8

69
19

,6
71

19
,4

72
19

,2
74

19
,0

75
18

,8
77

18
,6

73
18

,4
69

18
,2

65
(K

)
28

8,
08

6
38

0,
15

0
37

8,
33

9
37

9,
64

3
37

5,
38

9
37

2,
07

4
37

2,
24

7
37

5,
62

8
38

1,
67

8
38

0,
19

1
38

0,
33

7
38

6,
89

9
う

ち
建

設
改

良
費

分
20

4,
17

2
20

7,
01

6
20

9,
84

1
21

0,
10

7
20

4,
72

4
20

1,
41

0
19

8,
39

5
20

0,
30

6
20

2,
51

7
19

8,
16

1
19

7,
38

7
20

3,
69

0
う

ち
一

時
借

入
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

う
ち

未
払

金
54

,6
99

14
3,

81
9

14
1,

00
0

14
2,

25
0

14
3,

23
0

14
3,

22
0

14
5,

98
0

14
7,

27
0

15
0,

60
0

15
3,

09
0

15
3,

88
0

15
4,

09
0

43
37

48
50

64
83

10
1

11
6

12
7

13
5

14
1

14
4

(L
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

　(
A)

-(
B)

(M
)

57
7,

97
9

57
6,

23
1

56
7,

16
2

66
5,

80
8

65
9,

19
2

65
2,

57
7

64
5,

96
1

63
9,

34
5

63
2,

72
9

62
5,

92
9

61
9,

13
0

61
2,

33
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(N
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(O
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(P
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益

投
資

・財
政

計
画

（
収

支
計

画
）

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

年
　　

度
　区

　　
分

経
常

損
益

(C
)-

(D
)

特
別

利
益

特
別

損
失

特
別

損
益

(F
)-

(G
)

繰
越

利
益

剰
余

金
又

は
累

積
欠

損
金

流
動

資
産

流
動

負
債

累
積

欠
損

金
比

率
(I

)
÷

{(
A)

-(
B)

}
×

10
0

地
方

財
政

法
施

行
令

第
15

条
第

1
項

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額

地
方

財
政

法
に

よ
る

資
金

不
足

の
比

率
(L

)
÷

(M
)

×
10

0
健

全
化

法
施

行
令

第
16

条
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

の
不

足
額

健
全

化
法

施
行

規
則

第
６

条
に

規
定

す
る

解
消

可
能

資
金

不
足

額
健

全
化

法
施

行
令

第
17

条
に

よ
り

算
定

し
た

事
業

の
規

模
健

全
化

法
第

22
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
不

足
比

率
(N

)
÷

(P
)

×
10

0
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様
式

第
2号

（
法

適
用

企
業

・資
本

的
収

支
）

R4
R5

（
単

位
︓

千
円

）
前

々
年

度
前

年
度

本
年

度
20

25
20

26
20

27
20

28
20

29
20

30
20

31
20

32
20

33
(決

算
)

(決
算

見
込

)
R6

R7
R8

R9
R1

0
R1

1
R1

2
R1

3
R1

4
R1

5
1.

18
5,

00
0

19
5,

00
0

33
0,

00
0

36
5,

40
0

37
5,

70
0

36
1,

40
0

48
5,

00
0

49
9,

20
0

31
5,

00
0

31
0,

00
0

21
0,

00
0

20
0,

00
0

資
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
2.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

本
3.

0
0

14
,5

40
14

,8
34

15
,1

92
15

,0
68

14
,0

17
13

,2
17

13
,1

20
12

,6
37

11
,5

16
10

,7
50

資
4.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

的
5.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

6.
0

10
,0

00
20

,0
00

2,
00

0
0

0
0

0
0

0
0

0
本

収
7.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

8.
8,

44
1

33
,2

38
5,

00
0

5,
00

0
5,

00
0

5,
00

0
5,

00
0

5,
00

0
5,

00
0

5,
00

0
5,

00
0

5,
00

0
入

9.
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
的

計
(A

)
19

3,
44

1
23

8,
23

8
36

9,
54

0
38

7,
23

4
39

5,
89

2
38

1,
46

8
50

4,
01

7
51

7,
41

7
33

3,
12

0
32

7,
63

7
22

6,
51

6
21

5,
75

0
(B

)
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
純

　計
　(

A)
-(

B)
(C

)
19

3,
44

1
23

8,
23

8
36

9,
54

0
38

7,
23

4
39

5,
89

2
38

1,
46

8
50

4,
01

7
51

7,
41

7
33

3,
12

0
32

7,
63

7
22

6,
51

6
21

5,
75

0
収

1.
35

9,
04

5
38

2,
53

7
43

6,
78

0
36

7,
40

0
37

5,
70

0
36

1,
40

0
48

5,
00

0
49

9,
20

0
31

5,
00

0
31

0,
00

0
21

0,
00

0
20

0,
00

0
資

29
,0

88
31

,1
58

32
,7

00
32

,7
00

32
,7

00
32

,7
00

32
,7

00
32

,7
00

32
,7

00
32

,7
00

32
,7

00
32

,7
00

本
2.

21
0,

37
5

20
4,

17
2

20
7,

01
6

20
9,

84
1

21
0,

10
7

20
4,

72
4

20
1,

41
0

19
8,

39
5

20
0,

30
6

20
2,

51
7

19
8,

16
1

19
7,

38
7

支
的

3.
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
支

4.
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
出

5.
2,

53
3

43
,7

50
21

,9
48

21
,9

50
21

,9
50

21
,9

50
21

,9
50

21
,9

50
21

,9
50

21
,9

50
21

,9
50

21
,9

50
計

(D
)

57
1,

95
3

63
0,

45
9

66
5,

74
4

59
9,

19
1

60
7,

75
7

58
8,

07
4

70
8,

36
0

71
9,

54
5

53
7,

25
6

53
4,

46
7

43
0,

11
1

41
9,

33
7

(E
)

37
8,

51
2

39
2,

22
1

29
6,

20
4

21
1,

95
7

21
1,

86
5

20
6,

60
6

20
4,

34
3

20
2,

12
8

20
4,

13
6

20
6,

83
0

20
3,

59
5

20
3,

58
7

1.
22

5,
92

2
15

9,
69

1
13

3,
38

4
17

6,
68

8
17

5,
76

5
17

1,
93

7
15

7,
31

3
15

3,
67

9
17

4,
10

7
17

7,
30

1
18

4,
06

6
18

5,
05

8
2.

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

3.
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
4.

15
2,

59
0

23
2,

53
0

16
2,

82
0

35
,2

69
36

,0
99

34
,6

69
47

,0
29

48
,4

49
30

,0
29

29
,5

29
19

,5
29

18
,5

29
計

(F
)

37
8,

51
2

39
2,

22
1

29
6,

20
4

21
1,

95
7

21
1,

86
5

20
6,

60
6

20
4,

34
3

20
2,

12
8

20
4,

13
6

20
6,

83
0

20
3,

59
5

20
3,

58
7

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(G
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(G
)

4,
11

4,
23

2
4,

10
5,

06
0

4,
22

8,
04

5
4,

38
3,

60
3

4,
54

9,
19

7
4,

70
5,

87
3

4,
98

9,
46

3
5,

29
0,

26
8

5,
40

4,
96

1
5,

51
2,

44
4

5,
52

4,
28

3
5,

52
6,

89
6

○
他

会
計

繰
入

金
（

単
位

︓
千

円
）

前
々

年
度

前
年

度
20

24
20

25
20

26
20

27
20

28
20

29
20

30
20

31
20

32
20

33
(決

算
)

(決
算

見
込

)
R6

R7
R8

R9
R1

0
R1

1
R1

2
R1

3
R1

4
R1

5
0

0
4,

90
5

4,
33

0
3,

76
4

3,
24

5
2,

80
3

2,
40

1
2,

01
9

1,
67

2
1,

37
6

1,
11

7
う

ち
基

準
内

繰
入

金
0

0
4,

90
5

4,
33

0
3,

76
4

3,
24

5
2,

80
3

2,
40

1
2,
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9

1,
67

2
1,

37
6

1,
11

7
う

ち
基

準
外

繰
入

金
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
14

,5
40

14
,8

34
15

,1
92

15
,0

68
14

,0
17

13
,2

17
13

,1
20

12
,6

37
11

,5
16

10
,7

50
う

ち
基

準
内

繰
入

金
0

0
14

,5
40

14
,8

34
15

,1
92

15
,0

68
14

,0
17

13
,2

17
13

,1
20

12
,6

37
11

,5
16

10
,7

50
う

ち
基

準
外

繰
入

金
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
19

,4
45

19
,1

64
18

,9
56

18
,3

13
16

,8
20

15
,6

18
15

,1
39

14
,3

09
12

,8
92

11
,8

67

他
会

計
補

助
金

投
資

・財
政

計
画

（
収

支
計

画
）

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

年
　　

度
　区

　　
分

企
業

債
う

ち
資

本
費

平
準

化
債

他
会

計
出

資
金

他
会

計
へ

の
支

出
金

他
会

計
負

担
金

他
会

計
借

入
金

国
（

都
道

府
県

）
補

助
金

固
定

資
産

売
却

代
金

工
事

負
担

金
そ

の
他

(A
)の

う
ち

翌
年

度
へ

繰
り

越
さ

れ
る

支
出

の
財

源
充

当
額

建
設

改
良

費
う

ち
職

員
給

与
費

企
業

債
償

還
金

他
会

計
長

期
借

入
返

還
金

そ
の

他

資
本

的
収

入
額

が
資

本
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額
(D

)-
(C

)

補 填 財 源

損
益

勘
定

留
保

資
金

利
益

剰
余

金
処

分
額

繰
越

工
事

資
金

そ
の

他

合
　　

　計

補
填

財
源

不
足

額
(E

)-
(F

)
他

会
計

借
入

金
残

高
企

業
債

残
高

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

年
　　

度
　区

　　
分

収
益

的
収

支
分

資
本

的
収

支
分
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布設年月日 昭和 25 年7月 １ 日
給水人口 40,156人
計算期間 自 ︓ 令 和 6 年 ４ 月

至 ︓ 令 和 15 年 ３ 月
（10年間）

現行料金算定期間(開始) 令和6年度
現行料金算定期間(終了) 令和15年度

最近１箇年間
の実績（R4年度決算）

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

573,597 628,510 628,510

0 0 0

4,382 3,506 0 3,506

577,979 632,016 0 632,016

最近１箇年間
の実績（R4年度決算）

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

人 基 本 給 33,371 38,934 0 38,934

営 件 退 職 給 付 費 0 0 0 0

業 費 そ の 他 33,897 28,768 0 28,768

費 動 力 費 66,251 68,070 0 68,070

用 経 修 繕 費 47,097 54,878 0 54,878

費 材 料 費 907 1,336 0 1,336

そ の 他 70,153 104,620 0 104,620

283,410 251,807 0 251,807

51,767 87,868 2,652 85,217

352 5,290 0 5,290

587,205 641,571 2,652 638,920
料金算定期間(開始) 料金算定期間(終了) 料金算定期間 資産維持費率
償却資産(期首残高) 償却資産(期末残高) 償却資産(平均残高)

7,001,712 4,817,706 5,909,709 3%
※資産維持費＝料金算定期間の平均償却資産残高×資産維持費率 177,291

　(営業及び営業外費用)+(資産維持費) 816,211

料金収入／(料金対象経費+資産維持費) ︓　(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 0.77
＜料金水準についての説明＞

減 価 償 却 費

原価計算表

収入の部

項 目
金額（千円）

料 金 (X)

給 水 装 置 工 事 費

そ の 他

合 計

支出の部

項 目
金額（千円）

営業
外費
用

支 払 利 息

そ の 他

合 計 (Y)

　本市の水道料金は、1ヵ月につき口径別で基本料金を設定しており、これを越える超過水量は水量段階に応じて設定している。
水道料金は、高知県下の水道料金においては、比較的安価な料金体系となっている。また、水需要の減少に伴い、人口減少比率と同じ割合で料金収入も
減少していくことが確実であることから、起債の活用や経費の削減、施設の運用の効率化を進めるとともに、現行の料金体系についても見直しを行い、健全経
営を維持していく考えである。

１投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２起債償還額が減価償却額を超えるときは，当分の間，その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、使用者負担の期間的公平等を
確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算
定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「水道料金算定要領」（公益社団法人日本水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に応
じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載すること。

資 産 維 持 費 （ Z ）

料 金 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

 
 
 
 
 


